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名古屋大学減災連携研究センター 

（兼）工学研究科土木工学専攻 

野田 利弘 

南海トラフ地震において 

西尾市沿岸域で予想される 

液状化・津波などによる被害について 

平成30年1月15日  

第4回西尾市産廃処理施設 

建設計画影響調査研究会 

１．地震時の液状化被害 

２．切迫する南海トラフ地震 

３．南海トラフ地震のハザード・被害想定 

４．西尾市周辺の災害履歴 

５．生田海岸周辺の地質 

６．現在の対策と対策上考慮すべき事項 

背景写真：若松加寿枝著，日本の液状化履歴マップ 745-2008 口絵写真11［早稲田大学提供］ 



１．地震時の液状化被害：新潟地震  

地盤工学会（2004）:1964年新潟地震液状化災害ビデオ・写真集 



噴砂 

地盤沈下 

構造物の転倒 

構造物の不等沈下 

１．地震時の液状化被害：東日本大震災 ～住宅等への直接的被害～ 

 

噴砂の集積所 

地域地盤研究所 福田氏・竹中工務店 金田氏提供 



地中構造物の浮き上がり 

地中埋設管への土砂流入 

電柱の沈下・傾倒 

護岸の側方流動 
道路のうねり（不等沈下） 

浦安市液状化対策技術検討調査委員会 資料より 

http://www.city.urayasu.chiba.jp/menu11324.html 

浦安市液状化対策技術検討調査委員会 資料より 

http://www.city.urayasu.chiba.jp/menu11324.html 

１．地震時の液状化被害：東日本大震災 ～ライフラインの被害～ 

 



戦後の自然災害による死者・行方不明者数 

出典：昭和20 年は主な災害による死者・行方不明者（理科年表による）。昭和21～27年は日本気象災害年報， 

昭和28年～37年は警察庁資料，昭和38年以降は消防庁資料をもとに内閣府作成 
平成25年度防災白書（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/） 

伊勢湾台風と阪神大震災を除けば、 

巨大自然外力が大都市を襲っていない 

（防災力が高まった訳ではない） 

２．切迫する南海トラフ地震 
 

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/


迫り来る自然災害 

20世紀以降の三大震災の被害 
 1923年関東大震災（火災） 

 死者約105千人，全壊・焼32万棟，経済被害45億円（GDPの1/3） 

 1995年阪神淡路大震災（揺れ） 

 死者6434人，全壊家屋約10万棟，経済被害約10兆円 

 2011年東日本大震災（津波） 

 死者18524人，全壊家屋約12万棟，経済被害約16～25兆円 

南海トラフ大地震・首都直下地震の予想被害* 
 最大クラス（M9クラス）の南海トラフ巨大地震（揺れ・津波・火災） 

 死者323千人，全壊家屋約240万棟，経済被害220兆円 

 対策により死者は20%に，直接被害金額は50%に低減可能 

 M7クラスの首都直下地震 

 死者23千人，全壊・焼失61万棟，経済被害95兆円 

※首都圏大規模水害の予想被害*（利根川首都圏広域氾濫の被害想定） 

 死者数2.6千人，浸水区域内人口230万人，孤立者数  最大110万人 

※2014年 広島豪雨74人，御嶽山噴火63人，阿蘇山噴火，神城断層地震 

* 「内閣府防災情報のページ」 

   http://www.bousai.go.jp/fusuigai/index.html 



今後30年間に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率 

0% 0.1% 3% 6% 26% 100% 
地震調査研究推進本部 

（http://www.jishin.go.jp/main/index.html） 

http://www.jishin.go.jp/main/index.html




南海トラフ沿いで発生が知ら
れているプレート境界地震 

内閣府(2011) 



（1）東海地方が大きく被災するケース 

強震動生成域の設定の検討ケース（陸側ケース） 

陸側ケースの震度分布 

ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に大すべり域を設定 

３．南海トラフ巨大地震の被害想定 （内閣府，平成24年8月29日発表） 



南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告） 

強震断層モデル編 

        －強震断層モデルと震度分布について－ 

【基本ケース 地表震度_全域】 

３．南海トラフ地震の被害想定（最大クラス）（内閣府，平成24年8月29日発表） 

【基本ケース 地表震度_関東・中部】 

地表震度 



気象庁：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/shindokai.html 



南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告） 

強震断層モデル編（別添資料） 

            －液状化可能性，沈下量について－ 

【基本ケース 液状化可能性_全域】 

【基本ケース 液状化可能性_関東・中部】 

液状化の可能性 

３．南海トラフ地震の被害想定 （内閣府，平成24年8月29日発表） 



棟目 冬・深夜 夏・昼12時 冬・夕18時 

揺れによる全壊 約1,346,000 棟 

液状化による全壊 約134,000 棟 

津波による全壊 約146,000 棟 

急傾斜地崩壊による全壊 約6,500 棟 

地震火災による焼失 
平均風速 約155,000 棟 約194,000 棟 約682,000 棟 

風速 8m/s 約191,000 棟 約230,000 棟 約750,000 棟 

全壊および焼失棟数合計 
平均風速 約1,787,000 棟 約1,826,000 棟 約2,314,000 棟 

風速 8m/s 約1,823,000 棟 約1,862,000 棟 約2,382,000 棟 

ブロック塀等転倒数 約849,000 件 

自動販売機転倒数 約19,000 件 

屋外落下物が発生する建物数 約859,000 棟 

（1）東海地方が大きく被災するケース 

地震動ケース（陸側），津波ケース（ケース①） 

※地震動による堤防・水門の機能不全を考慮した場合，津波による建物被害増分は約21,000棟 

３．南海トラフ地震の被害想定 （内閣府，平成24年8月29日発表） 

建物等被害 



揺れ 液状化 津波 
急傾斜地
崩壊 

火災 合計 
（参考） 

堤防・水門の機能
不全による増分 

岐阜県 約 3,900 約 3,800 － 約 20 約 400 約 8,200 － 

静岡県 約 215,000 約 4,800 約 30,000 約 500 約 42,000 約 292,000 約 900 

愛知県 約 243,000 約 23,000 約 2,600 約 400 約 119,000 約 388,000 約 1,300 

三重県 約 163,000 約 6,500 約 24,000 約 800 約 45,000 約 239,000 約 3,200 

（1）東海地方が大きく被災するケース 

【全壊棟数（地震動：陸側ケース，津波ケース①，冬18時，風速8m/s）】 

（注）今回の被害想定は，マクロの被害を把握する目的で実施しており，都府県別の数値はある程
度幅をもって見る必要がある．また，四捨五入の関係で合計が合わない場合がある． 

南海トラフ巨大地震の被害想定 液状化被害 

３．南海トラフ地震の被害想定 （内閣府，平成24年8月29日発表） 



３．南海トラフ地震の被害想定  ～被害想定の比較～ 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ※1 浸水面積 浸水域内人口 死者・行方不明者 
建物被害 

（全壊棟数） 

東北地方太平洋沖地震 9.0 561 km2 約62万 人 約18,800 人※2 約130,400 棟※2 

南海トラフ巨大地震 9.0（9.1） 1,015 km2※3 約163万 人※3 約323,000 人※4 約2,386,000 棟※5 

倍率 約1.8 倍 約2.6 倍 約17 倍 約18 倍 

被害が最大となるケース と 東北地方太平洋沖地震 との比較 

※1：（ ）内は津波のMw，※2：平成24年6月26日緊急災害対策本部発表，※3：堤防・水門が地震動に対して正常に機能する場合の想定浸水区域， 

※4：地震動（陸側），津波ケース（ケース①），時間帯（冬・深夜），風速（8m/s）の場合の被害，※5：地震動（陸側）、津波ケース（ケース⑤）、時間帯
（冬・夕方），風速（8m/s）の場合の被害，※6：時間帯（5時）の場合の被害，※7：時間帯（18時）の場合の被害 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ※1 浸水面積 浸水域内人口 死者・行方不明者 
建物被害 

（全壊棟数） 

2003年想定 8.7（8.8） － － 約24,700 人※2 約940,200 棟※2 

南海トラフ巨大地震 9.0（9.1） 1,015 km2※3 約163万 人※3 約323,000 人※4 約2,386,000 棟※5 

倍率 － － 約13 倍 約2.5 倍 

被害が最大となるケース と 2003年東海・東南海・南海地震想定 との比較 



５地震参考モデルの地震による地表震度分布 

（距離減衰式による震度分布と統計的グリーン関
数法による震度分布と比較し大きい方を示した震
度分布） 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデルの地震（陸側ケース）による地表震度分布 

（統計的グリーン関数法、線形応答計算による） 

地表震度 

※過去地震最大モデル＝５地震参考モデル（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震） 



５地震参考モデルの地震による液状化危険度 

道路橋示方書(cw=1.0) 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデルの地震（陸側ケース）の液状化危険度 

液状化危険度 

※危険度判定には地盤改良等の液状化対策効果は見込んでいない。 



５地震参考モデルの地震による液状化による沈下量 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデルの地震（陸側ケース）の液状化による沈下量 

液状化による沈下 



３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

津波浸水等における堤防モデル（構造物）の条件設定 



堤防の沈下量 ～明治以来の我が国の河川堤防の地震時沈下量～ 

既往の地震における堤防高さと沈下量の関係 

（国交省水管理・国土保全局治水課：

レベル２地震動に対する河川堤防の  
耐震点検マニュアル）  



５地震参考モデル 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデル（ケース①） 

沿岸津波の到達時間 

（津波高+30cm） 

対象地域（生田海岸）で、40～60分 



５地震参考モデルの津波の最大浸水深分布 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデル（ケース①）の津波の最大浸水深分布 

津波最大浸水深 西尾市1㎝以上浸水する面積はどちらのケースでも5000ha以上 

（参考：名古屋市の場合 5地震参考：5740ha 最大想定モデル：約7500ha） 

対象地域の西側で、浸水深は2～4m 



５地震参考モデル 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデル（ケース①） 

浸水深が30cmに達する時間(分) 

両者には違いがほとんどない。 

そこで、生田海岸付近を拡大してみると・・・ 



５地震参考モデル 

２．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

5地震参考モデルにおける浸水深が30cmに達する時間(分) 

生田海岸の西側で、津波が来る前に浸水が始まっている。 

  ⇒ 初期水位（T.P.1.0 mよりも堤防が沈下している。） 



揺れ 液状化 浸水・津波 
急傾斜地 

崩壊 
火災 合計 

理論上最大 

愛知県 
約 242,000 約 16,000 約 22,000 約 00 約 101,000 約 382,000 

理論上最大 

西尾市 
約 24,000 約 400 約 1,100 約 30 約 5,400 約 31,000 

理論上最大 

名古屋市 
約 30,000 約 6,500 約 8,400 約 50 約 19,000 約 64,000 

理論上最大 

あま市 
約 3,600 約 1,100 約 60 ― 約 1,700 約 6,500 

過去地震 

愛知県 
約 47,000 約 16,000 約 8,400 約 600 約 23,000 約 94,000 

過去地震 

西尾市 
約 8,900 約 400 約 2,600 約 20 約 3,000 約 15,000 

過去地震 

名古屋市 
約 5,700 約 6,300 約 2,700 約 40 約 5,100 約 20,000 

過去地震 

あま市 
約 300 約 1,100 ― ― 約 10 約 1,400 

過去地震最大クラス、理論上最大想定モデル（地震動：陸側ケース，津波ケース⑦）との比較 

【全壊棟数（冬・夕方18時）】 

（注）今回の被害想定は，マクロの被害を把握する目的で実施しており，都府県別の数値はある程
度幅をもって見る必要がある．また，四捨五入の関係で合計が合わない場合がある． 

南海トラフ巨大地震の被害想定 液状化被害 

３．南海トラフ地震の被害想定 （愛知県，平成26年5月30日発表） 



西尾市HP（http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html） 

http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html


西尾市HP（http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html） 液状化危険度大の面積 約6000ha 

http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html


５地震参考モデル 

３．南海トラフ地震の被害想定（過去地震最大モデル）（愛知県，平成26年5月30日） 

最大想定モデル（ケース①） 

地盤変動量 

対象地域では、0.8～1mの沈降 



地震ハザードステーションJ-SHIS（http://www.j-shis.bosai.go.jp/map/） 

３．西尾市周辺での被害想定 ～微地形区分～ 

 



現在の状況 

３．西尾市周辺での被害想定 ～低平地～ 

 

Flood Maps http://flood.firetree.net/ 



海面が1m

上昇したら 

Flood Maps http://flood.firetree.net/ 

３．西尾市周辺での被害想定 ～低平地～ 

 



愛知県「地盤沈下と地下水位の状況」 
http://kankyojoho.pref.aichi.jp/DownLoad/DownLoad/jiban32-1.pdf 

３．西尾市周辺での被害想定 ～海抜ゼロメートル地帯～ 

 

N.P. 1.41m 



愛知県「地盤沈下と地下水位の状況」 
http://kankyojoho.pref.aichi.jp/DownLoad/DownLoad/jiban32-1.pdf 

３．西尾市周辺での被害想定 ～海抜ゼロメートル地帯～ 

 



３．西尾市周辺での被害想定 ～低平地～ 

 

西尾市HP（http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html）標高マップより抜粋 

http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html
http://www.city.nishio.aichi.jp/index.cfm/6,18540,71,349,html


国土交通省東北地方整備局 

http://www.mlit.go.jp/common/000143300.pdf 

地震でゼロメートル地帯の面積が3km2から16km2に増えた． 

仙台平野沿岸部の広域地盤沈下の様子 

①宮城県仙台市若林区 

②宮城県名取市（仙台空港付近） 

③宮城県亘理群亘理町鳥の海 

① 

② 

③ 

３．西尾市周辺での被害想定 ～仙台平野の地殻変動に伴う地盤沈降～ 

 



３．西尾市周辺での被害想定 ～仙台平野の地殻変動に伴う地盤沈降～ 

 

主な電子基準点の地盤沈下量（精度は約1cm） 

ゼロメートル地帯  ３平方キロから１６平方キロに拡大 

港湾施設、排水施設、下水処理施設が使えない、農地の塩害、など 



面積は現状における朔望平均万潮位以下の数値．国土数値情報をもとに 

国土交通省河川局で作成防災ブログ，http://bousaiblog.blog135.fc2.com/blog-entry-192.html 

大阪湾 

伊勢湾 

東京湾 

90万人 ⇒ 126万人 

336km2 

138万人 ⇒ 260万人 

124km2 

176万人 ⇒ 333万人 

116km2 

日本は400万人が住むゼロメートル地帯が一番危うい！ 

東京176万人、名古屋90万人、大阪138万人 
21世紀末までに海面水位が最大約60cm上昇すると言われている。 

３．西尾市周辺での被害想定 ～海抜ゼロメートル地帯～ 

 



３．国と愛知県の地震防災対策 
 

昭和51年：東海地震の発生可能性が地震学会において研究発表 

昭和53年6月:大規模地震対策特別措置法（「大震法」）制定 

                                                                                （ 『地震防災対策強化地域』の指定） 

昭和54年9月：東海地震に係る地震防災基本計画が策定 

               東海地震の想定震源域の見直し 

平成14年4月：強化地域の大幅な見直し  県：58市町村（当時）拡大指定 

平成14年10月:第１次あいち地震対策アクションプラン策定（～18年度） 

平成14年7月：東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法制定 

平成15年12月：『東南海・南海地震防災対策推進地域』の指定。県：78市町村（当時）指定  

平成15年：東海地震（5月）、東南海・南海地震（12月）に対する政府の地震対策の方針 

       を定めた「地震対策大綱」決定  

平成17年3月：「地震防災戦略」決定：被害想定結果を踏まえた戦略計画 

平成19年：第２次あいち地震対策アクションプラン（～26年度） 

                                                 平成23年3月：東日本大震災 

平成25年11月：南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法制定 

平成26年3月：大規模地震防災・減災対策大綱及び南海トラフ地震防災対策推進基本    

                          計画決定 

平成27年度：第３次あいち地震対策アクションプラン策定（～35年度） 

                     大震法の見直し 

愛知県：第３次あいち地震対策アクションプランを参照  



３．国と愛知県の地震防災対策 
 

平成14年度に拡大した想定東海地震の震源域  （出典：東海
地震に関する専門調査会報告 ／中央防災会議）  

東海地震の想定震源域と震度分布  （出典：東海地震に係る
被害想定結果／中央防災会議）  

東南海・南海地震の想定震源域と震度分布 （出典：東南海・南
海地震に係る被害想定結果／中央防災会議に加筆） 

上２図、下左図：愛知県第３次あいち地震対策アクションプランより抜粋  

南海トラフ巨大地震の想定震源断層域 （出典：中央防災会議  

防災対策推進検討会議  南海トラフ巨大地震対策検討ワーキン
ググループ） 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～１７０７年宝永地震 震度分布～ 

 

H13 愛知県：三河地域堆積平野地下構造調査
http://www.hp1039.jishin.go.jp/kozo/Aichi6Bfrm.htm 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～１８５４年安政東海地震 震度分布～ 

 

H13 愛知県：三河地域堆積平野地下構造調査
http://www.hp1039.jishin.go.jp/kozo/Aichi6Bfrm.htm 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～地震による住家全壊率分布 昭和東南海地震～ 

 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地保全基本調査、災害履歴図 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～地震による住家全壊率分布 三河地震～ 

 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地保全基本調査、災害履歴図 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～伊勢湾台風～ 

 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地保全基本調査、災害履歴図 



４．西尾市周辺の災害履歴 ～伊勢湾台風～ 

 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地保全基本調査、災害履歴図 



５．生田海岸周辺の地質 ～表層地質図（平面的分類図）～ 

 

砂層を主とする地域 （大部分が砂・砂礫からなる平野の部分、および大部分が
砂・礫からなる洪積層、主に洪積台地を作る砂層） 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地分類基本調査、土地分類（表層地質図ー平面的分類図ー）



５．生田海岸周辺の地質 ～表層地質図（垂直的分類図）～ 

 

出展：国土調査（国交省）、愛知県土地分類基本調査、土地分類（表層地質図ー垂直的分類図ー） 

構成物質：沖積地 （地下40mまで砂層を主とする地域） 



５．生田海岸周辺の地質 ～坂田臨海用地地質調査（昭和50年9月）～ 

 



５．生田海岸周辺の地質 ～坂田臨海用地地質調査（昭和50年9月）～ 



５．生田海岸周辺の地質 ～坂田臨海用地地質調査（昭和50年9月）～ 



５．生田海岸周辺の地質 ～坂田臨海用地地質調査（昭和50年9月）～ 



５．生田海岸周辺の地質 ～坂田臨海用地地質調査（昭和50年9月）～ 

◎ 第１層 現世、埋土層 （層厚 ＝ ５ｍ程度） 
     ・・・地表面を除き、N値＝０～４、相対密度「極ゆるい」 

 

◎ 第２層 沖  積  層 （層厚 ＝ １５ｍ～２０m） 

   ・上部砂質土層 

     ・・・上部：N値＝２～１８、相対密度「ややゆるい」 

     ・・・下部：N値＝平均２３、相対密度「密」 

   ・粘性土層（やや圧縮されたシルト） 

     ・・・N値＝６～１３、相対稠度「中位～硬」 

   ・下部砂質土層 

     ・・・N値＝３０、相対密度「密」 

 

◎ 第３層 洪  積  層 （GL－２２ｍ付近以深） 

   ・粘性土層（シルト） 

     ・・・N値＝平均１５程度、相対稠度「（上部）中位～硬、（下部）堅～極堅」 

   ・砂質土層 

     ・・・N値＝平均３５以上、相対密度「（一部を除き）密～極密」 



６．現在の海岸堤防の補強 ～平成18年度対策～ 

 

A～D：サンドコンパクションパイル工法    E:二重鋼矢板工法 

堤防天端高：標高約4.5m (国土交通省国土地理院：標高がわかるWeb地図) 



（５） 海岸堤防の補強 
55 

 大規模地震に伴う津波や液状化によ

る浸水被害を防ぐため、海岸地震対策

工事が施工されました。 

※平成18年度完成 

※東日本大震災以前の完成 

※サンドコンパクション工法（海側） 

※二重鋼矢板工法（中学校側） 
第一回研究会資料 



６．現状の海岸堤防の補強 ～サンドコンパクションパイル工法～ 

 

愛知県HP https://www.pref.aichi.jp/kasen/kaigan/kaigan_seibi/kaiganjigyou.htm 

地盤改良による耐震対策の効果のイメージ図 サンドコンパクション工法施工写真 吉良海岸 

※サンドコンパクションパイル工法(SCP工法) 

重機により鋼管を液状化層に貫入させ、所定の深さに達した後に砂を排出しながら、
引き抜きと再貫入を細かく繰り返して地中に締った砂杭を構築するとともに、砂杭
間の周辺地盤も締固により地盤を改良して液状化に対する強度を増大させる工法 

堤体やその基礎地盤の変形はある程度許す。 



矢板による耐震対策の効果のイメージ図 

二重鋼矢板工法施工中写真 完成写真 

６．現状の海岸堤防の補強 ～二重鋼矢板工法～ 

 

愛知県HP https://www.pref.aichi.jp/kasen/kaigan/kaigan_seibi/kaiganjigyou.htm 

※二重鋼矢板工法 

 堤防の法肩に鋼矢板を設置して
頭部をタイロッド等で連結する構造
で液状化に伴う地盤の流動を抑え
て堤防の沈下を軽減する工法。 

矢板部分の変形はほぼなし 



６．対策上考慮すべき地震の例  ～L1地震とL2地震～ 

 

港湾施設の技術上の基準・同解説：重要港湾等の工学的
基盤における時刻歴波形が国土技術政策総合研究所HP

（www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kouwan/sisetu/level1.html） 

南海トラフの巨大地震モデル検討会において検討された
震度分布・浸水域等に係るデータ提供について 

平成24年10月12日内閣府（防災担当） 



６．対策上考慮すべき事項 ～産廃を外に出さないようにするために～ 

 

産廃を外部に流出さないための対策上、考慮すべき事項 
・震度６強 → 20m＋20m盛土に対する耐震性評価と対策 

  L2対応（八戸波等のL1地震での検討は不十分）。（他委員意見を踏まえると、   

  当該地域想定波、より厳しい条件で耐震照査が必要！？） 

・揺れに伴う液状化発生による海岸堤防の沈下・崩壊  

  → 堤内地での耐震性の確保 

・津波による堤防裏の洗堀  

  → 津波の堤内地流入対策（地震後にT.P.4mの確保） 

・津波の浸水域広大  

  → 押し波＋引き波の考慮：4面の対策（「コ」の字から「ロ」の字の対策） 

・大規模掘削（20m）により液状化層を剥ぐため、 

  → 掘削箇所は液状化発生は免れる可能性が高くなるが、 

     掘削に伴う海水の浸透問題 → 浸透対策 

・大きな揺れにも遮水機能を確保できる遮水シートの使用 

・掘削中に津波が来た際の安全性確保 

・地盤沈下による海抜ゼロメートル地帯の長期湛水または豪雨時浸水の可能性 

  → 復旧は遅延、困難！？ 

・余震、高潮との複合災害による影響など → 多重防御の考え方も必要かも。 
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 ⑤ 亘理町荒浜地区 

津波による浸食を受けた防潮堤（陸側が主に浸食されていた） 
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 ⑤ 亘理町荒浜地区 

消失した護岸 



【豊橋海岸吉前・神野新田地区海岸堤防耐震化】  
• 堤防老朽化と、耐震点検における地盤の液状化により最大５m以
上の堤防の沈下・崩壊。地元住民の要望も受け、県が平成18年
度から国土交通省の補助を受けて耐震化工事。 

• 二重締切矢板工法 

• 延長5228m、総事業費用は約85億円。約17億円／km 
 

• 現在の生田海岸の堤防は 
  崩壊・沈下の危険性があるが、 
  海岸保全施設のため・・・ 
 
→ 事業体が自ら対応する必要。 
→ 外周約3㎞だと、 
  堤防に相当する同等の対策のみで 
  約50億円か？ 
  （＋遮水対策＋盛土の耐震化、 
   ＋海水浸透対策＋長期湛水対策 
   ・・・） 
 
  「勿論、実際は詳細検討が必要」 

６．対策例 ～事例から：三河湾沿岸の豊橋海岸 二重締切矢板工法による堤防耐震化～
 

東愛知新聞（平成29年10月29日） 


